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２０１５年度事業計画と予算公表に際して
2015 年度の事業計画と予算が、予算会議の議を経て、3月
20日の評議員会で同意を得、3月27日の理事会で承認され成
立いたしましたので、ここに公表いたします。

“KG Campus Record”は、関西学院の当該年度の諸活動
や計画を、予算をとおして公表すると同時に、学院の経営状況
や財政状態をご理解いただくことを目的として作成しています。公
共性の高い学校法人としての説明責任を果たし、在学生や保護
者等関係者からのご理解とご協力を一層得られるようにしていくた
め、近年では文部科学省からも積極的な情報公開を行うように求
められています。
関西学院では1969 年以降はほぼ年 2回（予算および決算）、

財務情報等の公開を続けてきましたが、2009 年度から決算は事
業報告書で公表することにしたため、“KG Campus Record”は
予算のみの公表となり、現在 90 号に至っています。
本誌について、ご意見、ご提言を財務部までお寄せいただけ

れば幸いです。
（E-mail:jimu-kaikei@kwansei.ac.jp）

関西学院は2014 年 9月28日に創立 125 周年を迎えました。
周年事業をはじめ、様々な取組みに多大なるご協力をいただきま
したことに御礼申し上げます。これまで関西学院が積み上げてき
た歩みを振り返り、新たな1歩を踏み出すための大きな礎とする
事ができたと確信しております。
さて、いよいよ学院の将来に向けて実践的行動を開始すべき
年が、2015 年度です。時代は21 世紀型世界モデルの構築に
向けて、各分野で目ざましい変革が起こっています。ソフト重視
の時代において、教育と研究が果たすべき役割が極めて大きい
ことは言うまでもありません。今、我が国は教育を改めて見直し、
立て直そうとしています。そして、関西学院もその大きな流れに
積極的に関わっていく必要性を感じています。
関西学院は2009 年を起点として、その 10 年後を見据えた

「新基本構想」とその具体的施策である「新中期計画」を策

新基本構想では、長い歴史の中で共有してきたミッション（使
命）とスクールモットー“Mastery for Service”の現代的意味を
再確認した上で、今後 10 年間（2009～ 2018）で到達すべき6
つのビジョンを定めました。2014 年度から後半の5年がスタートし
ましたが、学院をとりまく環境の変化、文部科学省のスーパーグ
ローバル大学創成支援事業採択やスーパーグローバルハイスクー

ル指定を契機に、新基本構想の具体的な施策である新中期計画
を見直し、新たな「中期計画（2015-2018）」をスタートさせました。
財政面では、「中期計画（2015-2018）」や「第 4 次中長期
建設計画（2013-2018）」で予定している建設事業等を進めてい
くための「財源確保」と、学院が持続的に発展するための「強
固な財務基盤の確立」が急務となっています。2015 年度予算

定しました。2015 年度はミッションステートメント、スクールモットー
“Mastery for Service”を堅持し、これまでの新中期計画を全
面的に編成し直すことに取り組みます。まず、20 年先の将来を
展望し、方向性を見定める必要があります。大切なことは、これ
まで踏襲してきた事の中で「止めるもの」、「変えるもの」、「新し
く行うもの」それぞれを明らかにし、結果を個別にまたは全体的
にも時代の要請と、向かうべき方向に沿わせることです。
これらは何のために行うのか。言わずもがなではありますが、
学生・生徒・児童・園児を育て、隣人・社会・世界に仕えるため、
そしてそれが彼ら彼女ら一人ひとりの自己実現に繋げることに他な
りません。
20 年後、さらには150 周年へ向けた、関西学院の教育、研究、

社会貢献活動にご理解とご協力をいただけましたら幸いです。

は じ め に

2015年度予算について

理事長　　宮原　明
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編成に際しては、2019 年度末に関西学院が当面の財務指標と
して掲げている目標値（事業活動収入に占める翌年度繰越収支
差額（支出超過額）・借入金残高の各割合が 25%未満、合計
で50%未満）に収めることを目指すとともに、中期計画実施のた
めの費用や学生数等の増加による、いわゆる自然増の経費を除
いて、2014 年度予算をベースにゼロシーリングとすることを基本
方針としました。

このたび承認された2015 年度予算（事業活動収支）は、事
業活動収入で39,276 百万円（対前年度予算比 679 百万円減）、
事業活動支出で38,217百万円（対前年度予算比914百万円増）
となり、基本金組入前当年度収支差額は1,058 百万円の収入超
過（対前年度予算比 1,592 百万円減）となりましたが、基本金
組入後の当年度収支差額は、4,222 百万円の支出超過（対前

①大学学部の学費改定

大学学費については、1992 年度入学生より一括明示方式を
採用しています。これは入学時から最終学年までの各学年の学
費を入学時に明示することで、学費支弁者が納付計画を立てや
すくなるように配慮したものです。2015年度入学生の大学学費は、
文系学部・人間福祉学部・教育学部・国際学部・総合政策学
部・理工学部のいずれの学部も初年次学費は据え置くものの、2
年次以降の学費について4年間学費合計で対前年度入学生の
2.1～ 2.2% 増を基準として学費改定を行いました。
大学院（専門職大学院含む）、聖和短期大学、関西学院高
等部、関西学院中学部、初等部、聖和幼稚園の学費、保育料

②学費以外の収入財源

2010年度から実施してきた125周年記念募金事業では、個人、
法人、団体の皆様から厚いご支援をいただいています。2014 年
度に創立 125 周年を迎えましたが、募金事業は2015 年 9月末
まで継続します。また、文部科学省の私学助成制度や大学教育
改革の支援制度に積極的な申請を行う等、補助金の更なる獲得
に努めるとともに、産官学連携を強化し、受託研究等の外部資

年度予算比 163 百万円減）を見込んでいます。
2015 年度の主たる事業計画は後述のとおりです。スーパーグ

ローバル大学創成支援関連事業、スーパーグローバルハイスクー
ル関連事業を中核に、実践型“世界市民“育成プログラム（文
部科学省「グローバル人材育成支援事業」）や日加大学協働・
世界市民リーダーズ育成プログラム（文部科学省「大学の世界
展開力強化事業」）等の「国際化」を推進する事業、多様化
する就職環境に対応するためのキャリア教育をはじめとした就職
支援 ･キャリア教育関連事業、本学独自の支給（給付制）奨学
金関連事業等、学院がさらなる発展を遂げるために必要不可欠
な事業が数多くあります。

以下、2015 年度予算について説明します。

1   財政計画

は据え置きました。また、教育の質確保のため、千里国際高等部・
中等部については授業料と教育充実費を合わせて対前年度比 8
万円、大阪インターナショナルスクールについても相応の改定を行
いました。
事業活動収入の大半（78.3%）を学費（学生生徒等納付金）

に依存している本学にとって、18 歳人口の減少という厳しい現実
の中で受験生や入学生の確保を図ることは喫緊の課題であると
考えています。新基本構想に掲げるビジョンを実現し、受験生に
選ばれる大学になるべく取り組んで参ります。

金による研究活動を促進します。資金運用では、円安株高等の
影響により保有する仕組債の運用環境は一時期に比べ好転しま
した。しかし、全般的には政策的低金利が続いており、資金運
用環境はこれまで以上に厳しくなっています。このため、高利回り
債券が満期償還や早期償還となる一方で、償還された資金の再
投資に苦慮しており、受取利息・配当金の増収は難しい状況です。
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3   重点項目の設定

◎法人重点項目
・新基本構想（中期計画）の推進　＜継続＞
・教育研究施設等整備・充実のための引当資産増強　＜継続＞
・第 4次中長期建設計画の実行　＜継続＞
・学校法人聖和大学との合併契約書に基づく人件費の是正　＜継続＞

◎大学重点項目
・「世界市民」の育成（スーパーグローバル大学創成支援事業、グローバル人材育成推進事業）　＜継続＞
・学生支援（奨学金、アクティブラーニング等）の充実
・機構組織等の有効かつ合理的な運営　＜継続＞

◎短期大学重点項目
・質の高い教育の推進　＜継続＞
・入試・広報活動の充実　＜継続＞

◎高中部・初等部・幼稚園重点項目
・（高中部）高中部定員増・共学化の計画推進　＜継続＞
・（高中部）基礎学力の定着
・（高等部）グローバル人材育成（スーパーグローバルハイスクール事業等）
・（初等部）志願者獲得の推進
・（幼稚園）子ども・子育て支援新制度施行への対応・準備

◎千里国際キャンパス（千里国際高等部・中等部、大阪インターナショナルスクール）重点項目
・法人合併後の円滑な運営　＜継続＞
・法人合併後の新たな教育展開　＜継続＞

2   借入計画

第 4次中長期建設計画実行（2014-2018）のため、市中金融機関から総額 15 億円を上限に借り入れることを計画しています。
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4   予算の概況

収入面では、学生生徒等納付金で理工学部新学科（先進エ
ネルギーナノ工学科、環境・応用化学科、生命医化学科）の
開設や高等部の共学化に伴う入学定員増、千里国際高等部・
中等部と大阪インターナショナルスクールの学費改定、千里国際
中等部の入学定員増等により、30,766 百万円（対前年度予算
比 387 百万円増）を見込んでいます。
手数料の大部分は入学検定料が占めますが、少子化等の影
響により各学校における受験生の獲得は非常に厳しいものとなっ
ており、1,484 百万円（対前年度予算比 75 百万円減）としてい
ます。
寄付金については、125 周年記念事業募金を2015 年 9月末

まで継続しますが、創立 125 周年にあたる2014 年度末にこれ
までご寄付いただいた受配者指定寄付金について日本私立学
校振興・共済事業団から配付（注 1）を受けたため、2015 年
度は減収を見込んでおり、395 百万円（対前年度予算比 1,167
百万円減）としています。
補助金については、私立大学等経常費補助金で一般補助の
算出根拠となる「学生生徒等納付金に占める教育研究経費等
の割合」が前年度予算数値から改善見込みであることに伴う増
収や、総合体育館や聖和 4号館の建物耐震補強工事の実施に
よる私立学校施設整備費補助金の増収等によって、4,356 百万円
（対前年度予算比 145 百万円増）を見込んでいます。

受取利息・配当金は、前述「1財政計画②学費以外の収入
財源」のとおり増収は厳しい状況にあり、367 百万円（対前年
度予算比 97 百万円減）としています。
　　
支出面では、人件費で理工学部新学科開設に伴う教職員増

や、2009 年度に合併した学校法人聖和大学との合併契約書に
基づく教職員の給与是正等により、22,312 百万円（対前年度
予算比 807 百万円増）を見込んでいます。事業活動収入の約
56.8%を占めている人件費の圧縮は、関西学院における大きな
課題の一つとなっており、人件費比率の改善について検討を重ね
ています。
教育研究経費・管理経費については、理工学部新学科用の
神戸三田キャンパスⅦ号館や混住型（日本人学生と外国人留学
生）国際教育寮、創立 125 周年記念事業での中央講堂や高等
部体育館等の建設等により、減価償却費で対前年度予算比 148
百万円増加する他、スーパーグローバル創成支援事業の実施、
就職支援事業の強化等により、14,785 百万円（対前年度予算
比 173 百万円増）を見込んでいます。
注 1）私学事業団が実施する受配者指定寄付金制度を利用

してご寄付いただく場合、いったん私学事業団が寄付を受け入
れ、寄付金募集対象事業の支払時期に本学の寄付金として配
付される仕組みになっています。

5   資金収支計算書および事業活動収支計算書に基づく予算の概況

2013 年 4月22日付けで学校法人会計基準の一部を改正する
省令（文部科学省令第 15 号）が交付され、2015 年度以降の
会計年度に係る会計処理および計算書類の作成から適用される
こととなりました。改正後の「学校法人会計基準」に定められた
計算書には資金収支計算書、事業活動収支計算書および貸借
対照表の3つ（別途、附属表あり）がありますが、ここでは資

金収支計算書、事業活動収支計算書により今年度予算の概況
を説明します。
なお、学校法人会計基準の改正内容や、資金収支計算書な

らびに事業活動収支計算書の目的、構造等については、8ペー
ジ以降で説明しています

（四捨五入の関係で数値合計および増減は必ずしも一致しません）①資金収支予算書

資金収支予算書は別表（第 1表）のとおりです。以下、概
略を説明します。
収入の部では理工学部新学科開設等による学生生徒等納付
金収入の増加を見込んでいますが、125 周年記念事業募金の終
了に伴う寄付金収入の減少や建設事業実施のための借入金収
入の減少等により、資金収入全体では41,418 百万円を見込んで
います。

支出の部では理工学部新学科開設に伴う人件費の増加や、
中期計画実行に伴う教育研究経費支出の増加、第 4次中長期
建設計画実行に伴う施設・設備関係支出の減少等により、資金
支出全体では51,747 百万円を見込んでいます。
これらの結果、期末支払資金は期首から10,326百万円減少し、
16,690 百万円になると予測しています。
概括すると次のとおりです。
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（単位  百万円）

科　目 2015 年度予算額 2014 年度予算額 増減

教育活動収入計 38,474 37,948 526
教育活動支出計 37,131 36,148 982

教育活動収支差額 1,344 1,800 △ 456
教育活動外収入計 367 464 △ 97
教育活動外支出計 102 114 △ 12

教育活動外支出 264 349 △ 85
経常収支差額 1,608 2,149 △ 541
特別収入計 435 1,542 △ 1,108
特別支出計 184 241 △ 56

特別収支差額 250 1,302 △ 1,052
予備費 800 800 0
基本金組入前当年度収支差額
（従来の帰属収支差額） 1,058 2,651 △ 1,592

基本金組入額合計 △ 5,280 △ 7,036 1,756
当年度収支差額
（従来の消費収支差額） △ 4,222 △ 4,385 163

前年度繰越収支差額
（従来の前年度繰越消費収支差額） △ 7,410 △ 6,834 △ 576

翌年度繰越収支差額
（従来の翌年度繰越消費収支差額） △ 11,632 △ 11,219 △ 414

事業活動収入計
（従来の帰属収入） 39,276 　39,954 △ 679

事業活動支出計
（従来の消費支出） 38,217 37,304 914

事業活動収支差額比率
（従来の帰属収支差額比率） 2.7% 6.6% △ 3.9％

（四捨五入の関係で数値合計および増減は必ずしも一致しません）②事業活動収支予算書

事業活動収支予算書は別表（第 2表）のとおりです。以下、
概略を説明します。
「教育研究活動の収支を示す教育活動収支」は、手数料

や寄付金が減少するものの、学生生徒等納付金の増加等により
38,474 百万円の収入となる一方、人件費や経費の増加により支
出は37,131 百万円となるため、1,344 百万円の収入超過を見込
んでいます。
「財務活動（資金調達・運用）の収支を示す教育活動外収支」

は、受取利息・配当金が減少することにより367 百万円の収入と
なる一方、借入金利息の減少により支出は102 百万円となるため、
264 百万円の収入超過を見込んでいます。
この結果、経常収支差額（教育活動収支と教育活動外収支
の合計）は1,608 百万円の収入超過となります。
「特殊な要因によって一時的に発生する臨時的な活動の収

支を示す特別収支」は、施設設備寄付金の減少等により435
百万円の収入となる一方、資産処分差額の減少により支出は
184 百万円となるため、250 百万円の収入超過を見込んでいます。
　　　
経常収支、特別収支を合計した事業活動収入は39,276 百万

円、事業活動支出は38,217 百万円となり、これらの差額である
基本金組入前当年度収支差額（従来の帰属収支差額）は1,058
百万円の収入超過を見込んでいます。基本金組入額が、5,280
百万円であるため、当年度収支額（従来の消費収支差額）は
4,222 百万円の支出超過となります。　
この結果、前年度までの繰越収支差額が 7,410 百万円の支出
超過であったため、翌年度繰越収支差額（従来の翌年度繰越
消費収支差額）は11,632 百万円の支出超過となります。
概括すると次のとおりです。

（単位  百万円）

科　目 2015 年度予算額 2014 年度予算額 増減 備　　考
期 首 支 払 資 金 27,019 32,547 △ 5,527
資 金 収 入 41,418 43,887 △ 2,469 借入金収入を含む
資 金 支 出 51,747 54,887 △ 3,140 借入金返済支出を含む
期 末 支 払 資 金 16,690 21,547 △ 4,857
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6   主な事業予算および建設計画、施設整備工事予算

■ スーパーグローバル大学 （ＳＧＵ）関連事業 ＜中期計画関連事業＞ 257,867千円

関西学院大学は、文部科学省 2014 年度「スーパーグローバル
大学創成支援（ＳＧＵ）」事業の「タイプＢ：グローバル化牽引型）
に採択されました。「国際性豊かな学術交流の母港『グローバル・
アカデミック・ポート』の構築」と題した本学の構想は、日本と海
外の学生・教職員が頻繁に往来し協働する「国際性豊かな学
術交流の母港」を整え、本学の理念「“Mastery for Service”
を体現する世界市民の育成」の実現を目的としています。
本学の取組の特色として、全学生が所属学部や主専攻の学び
に加えて、留学や他学部での体系的な学び等の異なるプログラ
ムに挑戦する「ダブルチャレンジ制度」や、国連・国際機関等と
の連携強化をさらに進め、これらの機関等への人材輩出を目的と
した「国連・外交プログラム」の創設等があります。さらに海外
の大学との協定に基づく学生の海外派遣数を現在の年間約 900
人から10 年後には2500 人へと拡大し、日本一を目指します。
また、2012 年度に採択された「文部科学省国際化拠点整備事
業（グローバル人材育成推進事業）」の諸施策も継続。今後も“ 
実践力のある世界市民”の育成に努め、社会へ貢献する大学
であり続けるために尽力します。　　　　　　　　　　

【ＳＧＵ関連事業総額（人件費含む）　351,167 千円】

■ スーパーグローバルハイスクール （ＳＧＨ）関連事業 ＜中期計画関連事業＞ 7,125千円

関西学院高等部は、文部科学省 2014 年度「スーパーグロー
バルハイスクール（ＳＧＨ）」事業の指定校として採択されました。
大学と高等部との連携を強化し、留学生とのワークショップや大学
教員の特別授業等を実施することで、生徒の視野を広げ、グロー
バル人材としての資質を高めます。

【ＳＧＨ関連事業総額（人件費含む）　10,295 千円】

■ 国際化関連経費 ＜中期計画関連事業＞ 639,740千円

関西学院大学は世界 38カ国・地域、170 超の大学・大学コンソー
シアムと国際的なネットワークを展開し、協定校との交換留学、英
語・フランス語中期留学、海外インターンシップ等、さまざまな学
術交流を実施しています。スーパーグローバル大学採択校として、

今年度に実施する主な事業、建設計画、施設整備工事の内容とその予算額は下表のとおりです。

《 教育研究関連事業 》
2015 年度はさらに本学の国際化を推進し、海外とのネットワーク
の構築（協定校、海外拠点）、国連・国際機関との連携強化お
よび学生交流等に関する諸施策を遂行します。また、外国人留
学生への奨学金や日本人学生を海外に派遣するための「交換
留学奨学金」、「中期留学奨学金」、「ダブルディグリー留学奨学
金」、「国際社会貢献活動奨学金」等、国際交流を促進するた
めの奨学金制度を設けています。

■ 支給（給付制）奨学金関連経費 ＜中期計画関連事業＞ 621,257千円

関西学院大学では、本学への進学を強く希望するものの経済的
な理由により支障を来している受験生を支援する「ランバス支給
奨学金」（入学前予約型）をはじめ、学力、人物ともに優秀で
学資の援助を必要とする学生を支援する「就学奨励奨学金」、
学業成績優秀者の勉学支援を目的とした「育英奨学金」、学業
成績優秀な大学院生に支給する「ベーツ特別支給奨学金」、文
化、芸術、スポーツ、社会貢献活動等で活躍した学生の功績を
称える「クレセント奨学金」や「同窓会奨学金」、家計状況が
急変した学生を支援する「後援会奨学金」等、多彩な支給（給
付制）奨学金を設け、経済面でも学生支援にあたっています。

■ 就職支援・キャリア教育関連事業 176,367千円

関西学院大学では、学生が自分にふさわしい進路を見つけるた
めには、まず自身の人生観や職業観の確立が基礎にあると考え、
キャリア正課科目やキャリア支援ガイダンス、インターンシップ、各
種セミナー等を実施しています。また、近年多くの企業でＳＰＩ等
の筆記試験で選考・選抜するケースが増えてきたことから、筆記
試験・適性検査対策も強化しています。さらに2015 年度は、就
職活動時期が大きく変更される年であり、企業の採用活動の多
様化・長期化が予想されるため、これまで以上に企業からの情
報収集と学生への正確な情報提供を推進します。

■ 課外活動支援および正課教育と課外活動の両立の促進 72,524千円

学生が正課外活動を通じて自己の能力を高め、可能性を広げて
いくための支援策として、課外活動団体への経済的支援やトレー
ニングセンター、スポーツセンターなどの施設提供、スポーツ選抜
入学者に対する入学前教育を実施します。
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《 建設計画および施設整備工事 》

■ 125周年記念事業計画 1,127,940千円

創立 125 周年記念事業の一環として、2015 年度は大学体育館
の耐震・全面改修工事を行います。なお、創立 125 周年記念
事業では、すでに中央講堂を建替（2014 年 9月供用開始）お
よび高等部体育館の新築（2015 年 3月供用開始）を実施しまし
た。　　　　　

　（総事業費 47 億円）

■トイレ環境整備工事 200,000千円

年次計画で経年劣化したトイレの床・壁面の張替、照明更新、
荷物置き用面台新設等の美装および設備充実を行います。2015
年度は、Ａ号館、Ｃ号館、Ｄ号館のトイレ改修を行います。

■ 西宮聖和キャンパス 10号館建替工事 150,000千円

聖和キャンパス10 号館校舎の建替工事を行います。2015 年度
に10 号館校舎を取り壊し、共同学習スペース、音楽教室、演
習教室等を含む校舎を新たに建設し、さらなる教育研究環境の
整備・充実を図ります（供用開始は2017 年度を予定）。

■ 防災体制・設備構築計画 144,000千円

全キャンパスの防災体制の構築および体制を支える設備備品に
ついて、2013 年度より6ヵ年に渡って年次的に整備を行っていま
す。2015 年度は、昨年度に引き続き、セキュリティセンターから
の避難指示や諸情報伝達のための一斉放送設備整備工事等を
行います。

（総事業費 4.6 億円）

■ 旧清風寮改修工事 100,000千円

清風寮供用開始後に旧清風寮建物を交換留学生や短期留学生
用の寮に改修を行います。

■ 神戸三田キャンパス 理系充実計画 66,230千円

理系分野の強化・充実を図るため、理工学部に先進エネルギー
ナノ工学科、環境・応用化学科、生命医化学科の 3 学科を
2015 年 4月に開設します。開設に向け新学科用校舎の増築を
行い、2015 年 4月より供用を開始します。2015 年度は研究設備・
校具の増設、新校舎の外構工事を行います。

（総事業費 41 億円）

■ 図書関連費用 977,518千円

教育研究、学習活動において必要とされる図書・資料や電子情
報の整備・充実を図り、教育・研究の発展に寄与することを目指
します。

■ 受託研究・学外共同研究 300,000千円

企業や公共機関等との受託・共同研究を積極的に実施すること
で、本学の研究の活性化を図ります。また、研究成果を社会に
還元することにより、大学の社会貢献を果たします。

■ 教育研究システムの運用 385,495千円

キャンパスのＩＣＴ化が急速に進む中で、パソコン教室や貸出パソ

コン、教卓用パソコン、リモートパソコンの整備・維持にあたるとと
もに、Microsoft 製品やAdobe 製品等のサイトライセンス契約の
取りまとめを担います。また、学生や教員からの質問等に応える
ヘルプデスクを西宮上ケ原、神戸三田、大阪梅田、西宮聖和、
各キャンパスに設置します。

■ 情報環境整備・運用 316,441千円

メールシステムやファイル共有などの共通システム、さらには本学
のネットワーク環境を維持管理するための費用です。西宮上ケ原・
神戸三田・西宮聖和・大阪梅田・東京丸の内・宝塚・千里国際・
千刈の8拠点間を接続し、教育研究・業務利用に耐えうるネットワー
ク環境を構築しています。また、外部に公開するサーバを対象に
脆弱性の検査を実施し、セキュリティレベルの強化を図っています。
2015 年度は共通システム・リプレースに伴うネットワーク・電源工
事等を実施します。
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  ■ 学校法人会計基準の改正について

改正の背景と趣旨1

学校法人会計基準は、1971 年制定以来、私立学校の財政
基盤の安定に資するものとして、また補助金の配分の基礎となる
ものとして、広く実務に定着してきました。一方で制定以来 40 年
が経過し、社会・経済状況の大きな変化、会計のグローバル化
等を踏まえた様 な々会計基準の改正、私学を取り巻く経営環境の
変化等を受けて、公教育を担う学校法人の経営状態について、

2013 年 4月22日付けで学校法人会計基準の一部を改正する省令（文部科学省令第 15 号）が交付され、2015 年度以降（知事所
轄学校法人については2016 年度）の会計年度に係る会計処理および計算書類の作成から適用されることとなりました。

社会にわかりやすく説明する仕組みが求められるようになってきま
した。
こうした背景から、収支状況について「経常的な収支と臨時
的な収支」を区分して把握できるようにすること、新たに「活動
区分ごとの資金の流れ」が分かる活動区分資金収支計算書を
作成すること等の改正が行われました。

■ 照明器具改修工事 61,000千円

学内の古いタイプの直管型 40W蛍光灯およびトイレ照明をＬＥＤ
照明に更新し、トイレや廊下階段等については人感センサーを設
置することにより省エネ化を図ります。

■ 千里国際キャンパス 施設設備整備工事 60,000千円

千里国際中等部・高等部、大阪インターナショナルスクールのあ
る千里国際キャンパスの施設・設備の整備を、2010 年 4月の法
人合併以降、年次的に実施しています。

■ 西宮聖和キャンパス 施設設備整備工事 32,100千円

関西学院大学教育学部、聖和短期大学、聖和幼稚園のある西
宮聖和キャンパスの施設・設備の整備を、年次的に行います。
2015 年度は5 号館、6号館、大学院棟、聖和セミナーハウス、
聖和寮の空調熱源更新工事等を行います。

■ 建物等耐震補強工事 29,300千円

新耐震基準制定以前に建設された建物の耐震診断を行った結
果、現行法基準を下回っていることが判明した建物について、順
次建物耐震補強工事を行っています。2015 年度は聖和 4号館、
聖和セミナーハウスについて実施します。

■ 神戸三田キャンパス個人研究室・学校医控室・共同研究室設置工事 26,813千円

神戸三田キャンパスの学生数増加に対応するため、Ⅵ号館に全
学開講科目担当教員個人研究室、学校医控室、言語教育セン
ター共同研究室を設置します。

■ 航空部格納庫建設工事 25,000千円

千刈地区に設置されている航空部格納庫を神戸三田キャンパス
内に移設することにより、クラブ活動の活性化を図ります。

■ ＡＶ設備更新工事 22,470千円

ＡＶ設備環境向上のため各校舎の教室に配備してきたプロジェク
ター等のＡＶ設備について、教育環境維持のため、順次更新工
事を行います。
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事業活動収支計算書3

従来の消費収支計算書は、消費収入と消費支出をそれぞれ
一覧表示していました。しかし、近年の災害による損失や資産運
用による損失など臨時的な収支の増加を踏まえ、学校法人の経
営の状況をよりわかりやすく示すために、「経常的な収支」と「臨
時的な収支」に区分して示すこととなりました。　
「経常的な収支」は、本業である教育研究活動の収支を示す

「教育活動収支」と、財務活動（資金調達・運用）および収

益事業に係る活動の収支を示す「教育活動外収支」の2つに
分かれます。
「臨時的な収支」は、特殊な要因によって一時的に発生する

資産売却差額、資産処分差額、施設設備寄付金、現物寄付（施
設設備）、施設設備補助金等の臨時的な収支を対象とし、「特
別収支」と表示します。

また、消費収支計算書では、「長期的な収支バランス」を見る
のに適した基本金組入後の収支差額（消費収支差額）のみ表
示していましたが、事業活動収支計算書では「毎期の収支バラ

ンス」を見るのに適した基本金組入前の収支差額も加えて表示
します。

経常的収支 臨時的収支

教育活動収支 教育活動外収支 特別収支

○資金収支計算書
　　資金収支内訳表
　　人件費支出内訳表

○消費収支計算書
　　消費収支内訳表
○貸借対照表
　　固定資産明細表
　　借入金明細表
　　基本金明細表

○資金収支計算書
　　資金収支内訳表
　　人件費支出内訳表
　　活動区分別資金収支計算書
○事業活動収支計算書
　　事業活動収支内訳表
○貸借対照表
　　固定資産明細表
　　借入金明細表
　　基本金明細表

［ 旧計算書類 ］ ［ 新計算書類 ］

改正の概要（新しい財務3表）2

従来の財務 3表は、資金収支計算書、消費収支計算書、貸
借対照表の3種類（別途、附属表あり）でした。改正後、資
金収支計算書は、多少の科目名変更のみでほぼ変更ありません
が、近年、学校法人における施設設備の高度化や資金調達の
高度化および多様化が進み、本業の教育研究活動以外の活動
が増加していること等から活動区分ごとに現預金の流れを把握
するため、新たな附属表として「活動区分別資金収支計算書」
が加わりました。「活動区分別資金収支計算書」は、資金収支
計算書に記載される資金収入および資金支出の決算額を次の①
～③の3つに区分して記載する計算書です。

①教育活動・・・本業の教育活動に係る収支状況
②施設整備等活動・・・施設設備の購入および財源等に係

る収支状況
③その他の活動・・・借入金、資金運用の状況等、主に財

務活動に係る収支状況
消費収支計算書は、「事業活動収支計算書」として名前が変

わり、大きく書式替えします。次の3で詳しくご説明します。
貸借対照表は、ほぼ現状維持ですが、多少の科目名の変更

と注記事項が増えました。
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  ■ 資金収支計算書と事業活動収支計算書

資金収支計算書1

【目的・特徴】
資金収支計算書の目的は、学校法人会計基準（以下「基準」

という）第 6条で、①当該年度の諸活動に対するすべての収入・
支出の内容を明らかにすること、②当該年度において現実に収
納および支払った支払資金のてん末を明らかにすること、と明示
されています。
お金の動きをすべて網羅した、いわゆるキャッシュ・フローであ

るため、収入には学生生徒等納付金、手数料、補助金等のほか、
借入金、前受金、貸付金回収収入等が含まれ、支出では人件
費、教育研究経費、管理経費、施設関係費、設備関係費等の
ほか、借入金等返済支出、資産運用支出、貸付金支払支出等
が含まれます。したがって、資金の動きの伴わない収入（現物
寄付）や支出（減価償却費等）は含まれません。
このように、当該年度の諸活動にともなう資金の動きに対応して
計上するわけですが、同時に本計算書の作成目的でもある年度
末の支払資金の残高との整合性を確認するためには、固有の調
整が必要となります。これを「調整勘定」といい、本計算書の最
も特徴的な部分です。
【調整勘定】
「調整勘定」が必要となる背景は上記のとおりです。ここでは、

収入の部と支出の部について、例を挙げて説明します。

《資金収入調整勘定》
①期末未収入金
内定を受けた補助金が当該年度中に収納されない場合、当該
年度の補助金収入として計上しますが、実際には収納しない
ため、当該年度の資金収入から減額して調整します。
②期末前受金
前年度に収納していた新入生の授業料等は、当該年度の諸
活動に充当すべき収入であるため、当該年度の学生生徒等納
付金収入として計上しますが、実際は前年度に収納しているた
め当該年度の資金収入から減額して調整します。

《資金支出調整勘定》
①期末未払金
当該年度の費用として請求を受ける光熱水費の支払が次年度
になる場合、当該年度の光熱水費として計上しますが、実際
の支払は発生しないため、当該年度の資金支出から減額して
調整します。
②前期末前払金
留学費のように当該年度の留学に係る費用を前年度にすでに
前払金として支払っている場合、当該年度の留学費として計上
しますが、実際は前年度に支払済みのため、当該年度の資
金支出から減額して調整します。

事業活動収支計算書2

【目的・特徴】
事業活動収支計算書の目的は、「基準」第 15 条で、当該年
度の事業活動収入および事業活動支出の均衡の状態を明らかに
すること、と明示されています。この計算書は経営状況を示すも
のであり、その目的は企業の損益計算書のように利潤の多寡を測
定することにあるのではなく、永続的な運営が要請されている学
校法人において事業活動収支の均衡を明らかにすることにありま
す。
次に事業活動収支計算書の特徴を、前述の資金収支計算書

と対比させて説明します。
事業活動収入については、寄付金に現物寄付を含み、借入
金や預り金等を除いた、いわゆる「自己資金」に該当するものだ
けを計上します。
事業活動支出については、当該年度の経費としての支出のみ

が計上され、多年度にわたって利用される耐久的な資産等の購
入は、コスト（費用）とは考えられないとして省かれます。しかし、

それらの施設・設備・備品は、教育・研究等に長期にわたって
使用されるので、当期分の費用が減価償却費として事業活動支
出に計上されます。また、人件費のうち、資金収支計算書に計
上された当該年度の退職金支出に代えて、退職金支払のために
積み立てられる退職給与引当金繰入額が計上されることも相違
点です。
【基本金組み入れ】
このように、事業活動収入の中から施設や設備に支出されたも
のは、経費として支出項目にはあげられませんが、「基準」では、
施設や設備等の購入に充てられた額を、第 1号基本金として組
み入れなければならないと定めています。その他の基本金（他に
2～ 4 号基本金があります）を含めて、基本金組入前の当年度
収支差差額から基本金組入額を控除し、当年度収支差額が計
算されることによって、学校法人の経営の状況（収支の均衡状況）
を示すこととなります。
これらのことを図示すると以下のようになります。
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教育活動収支差額（a） 教育活動収入 教育活動支出

第1号基本金組入額

＜第１号基本金組入額 算出要領＞

＜事業活動収支計算書の構造＞

 ＝ ＋ 施設関係支出・設備関係支出

 － 施設・設備の借入金調達分および未払金分

 － 建替、買替により除却する施設・設備の基本金既組入額

 ＋ 過年度の施設・設備の借入金返済分および未払金支払分

＝ ー

教育活動外収支差額（b） 教育活動外収入 教育活動外収入＝ ー

特別収支差額（c） 特 別 収 入 特 別 支 出＝ ー

基本金組入前収支差額（A） （a）＋（b）＋（c）＝

当年度収支差額 基本金組入前収支差額（A） 基本金組入額＝ ー

＜この収支の状況を示すことが事業活動収支計算書の目的＞
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KG Campus Record No.90 
2015年度事業計画と予算公表に際して

資金収支予算書
平成27年4月1日から平成28年3月31日まで

（単位：千円）

　収入の部
科　　　　　目 予　算　額 前年度予算額 増・減（△）

学生生徒等納付金収入 ３０，７６５，６７１ ３０，３７８，２２２ ３８７，４４９
 授業料収入 ２１，４２３，８１１ ２１，０６８，７０５ ３５５，１０６
 入学金収入 ２，６５８，２６０ ２，７０５，９３５ △ ４７，６７５
 研究資料費収入 ８６，１６３ １０８，９４３ △ ２２，７８０
 実験実習費収入 ４１５，０８９ ３８６，４６０ ２８，６２９
 教育充実費収入 ６，１４０，４５３ ６，０６５，５２１ ７４，９３２
 冷暖房費収入 ２６，２５０ ２５，６０５ ６４５
 特別講座費収入 １５，６４５ １７，０５３ △ １，４０８
手数料収入 １，４８４，０６０ １，５５８，９１１ △ ７４，８５１
 入学検定料収入 １，４５６，７４５ １，５３１，２５８ △ ７４，５１３
 試験審査料収入 ２，５００ ２，７４０ △ ２４０
 証明手数料収入 １６，３５０ １６，３２０ ３０
 大学入試センター試験実施手数料収入 ８，４６５ ８，５９３ △ １２８
寄付金収入 ３４０，３５０ １，４８２，３５０ △ １，１４２，０００
 特別寄付金収入 ３４０，３５０ １，４８２，３５０ △ １，１４２，０００
補助金収入 ４，３５６，０３７ ４，２１１，２８１ １４４，７５６
 国庫補助金収入 ３，６１３，０３８ ３，４７７，７７９ １３５，２５９
 学術研究振興資金収入 ４，９００ ７，５００ △ ２，６００
 地方公共団体補助金収入 ７３８，０９９ ７２６，００２ １２，０９７
資産売却収入 ５００，０００ ３００，０００ ２００，０００
 有価証券売却収入 ５００，０００ ３００，０００ ２００，０００
付随事業・収益事業収入 ９０３，３０４ ７９２，４７４ １１０，８３０
 補助活動収入 ５６０，７９７ ５３０，９４４ ２９，８５３
 附属事業収入 ３，５５８ ３，００３ ５５５
 受託事業収入 ３３０，０００ ２５０，０００ ８０，０００
 免許状更新講習料収入 ４，２１２ ４，４８０ △ ２６８
 その他の事業収入 ４，７３７ ４，０４７ ６９０
受取利息・配当金収入 ３６６，６８６ ４６３，８２２ △ ９７，１３６
 第３号基本金引当特定資産運用収入 ６４，４７２ ７２，２６５ △ ７，７９３
 蔵書購入資金引当特定資産運用収入 ６，７２４ １７，９８２ △ １１，２５８
 退職給与引当金引当特定資産運用収入 ３９，２５２ ７７，０９５ △ ３７，８４３
 関西学院大学教育・研究活性化 
 資金引当特定資産運用収入 １３，１７８ １４，９６６ △ １，７８８

 減価償却引当特定資産運用収入 １０３，２７０ １８２，３４９ △ ７９，０７９
 その他の受取利息・配当金収入 １３９，７９０ ９９，１６５ ４０，６２５
雑収入 １，００４，４６９ ９８５，６３３ １８，８３６
 施設設備利用料収入 ９４，６２２ ９１，２６８ ３，３５４
 退職金財団交付金収入 ７６４，７７７ ７５０，７２３ １４，０５４
 雑収入 １４５，０７０ １４３，６４２ １，４２８
借入金等収入 １，５００，０００ ３，０００，０００ △ １，５００，０００
 長期借入金収入 １，５００，０００ ３，０００，０００ △ １，５００，０００
前受金収入 ５，９６８，０２９ ６，１２７，９００ △ １５９，８７１
 授業料前受金収入 ２，５０２，９８３ ２，５１０，９５２ △ ７，９６９
 入学金前受金収入 ２，６３０，６５０ ２，７６４，４０５ △ １３３，７５５
 研究資料費前受金収入 ３，９９２ １６，３８０ △ １２，３８８
 実験実習費前受金収入 ５６，４６１ ５８，１８７ △ １，７２６
 教育充実費前受金収入 ７１２，５９４ ７１８，５７１ △ ５，９７７
 冷暖房費前受金収入 ２，９００ ２，９００ ０
 その他の前受金収入 ５８，４４９ ５６，５０５ １，９４４
その他の収入 １，３９９，８６１ １，４６１，９５８ △ ６２，０９７
 退職給与引当金引当特定資産取崩収入 ２４，５０４ － ２４，５０４
 前期末未収入金収入 ９３９，３０８ ９２９，８１０ ９，４９８
 貸付金回収収入 ２１０，２４０ ２８８，２１０ △ ７７，９７０
 貸与奨学金回収収入 ２２５，８０９ ２４３，９３８ △ １８，１２９
資金収入調整勘定 △ ７，１７０，３６７ △ ６，８７５，６７４ △ ２９４，６９３
 期末未収入金 △ １，１０２，３５８ △ ９８９，６４９ △ １１２，７０９
 前期末前受金 △ ６，０６８，００９ △ ５，８８６，０２５ △ １８１，９８４
前年度繰越支払資金 ２７，０１９，４９１ ３２，５４６，８８５ △ ５，５２７，３９４

収入の部　合計 ６８，４３７，５９１ ７６，４３３，７６２ △ ７，９９６，１７１

（第１表）
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（単位：千円）

　支出の部
科　　　　　目 予　算　額 前年度予算額 増・減（△）

人件費支出 ２２，３３６，０８７ ２１，４９８，３２３ ８３７，７６４
 教員人件費支出 １４，６３４，３６５ １３，９３２，３７０ ７０１，９９５
 職員人件費支出 ６，３９１，９９６ ６，２９２，４６８ ９９，５２８
 役員報酬支出 ３９，８００ ３８，６００ １，２００
 年金支出 ６５，１２０ ６９，１２８ △ ４，００８
 退職金支出 １，２０４，８０６ １，１６５，７５７ ３９，０４９
教育研究経費支出 １０，３６１，０２０ １０，０８８，４２１ ２７２，５９９
 消耗品費支出 ６６９，１６５ ６７５，３４７ △ ６，１８２
 光熱水費支出 ９８６，６６６ ８６５，９２０ １２０，７４６
 旅費交通費支出 ４２４，１２８ ４０６，２８２ １７，８４６
 奨学費支出 １，１３３，２１９ １，１０１，８７３ ３１，３４６
 福利費支出 ２，５２８ ２，５２８ ０
 通信運搬費支出 １９０，９３８ １８９，４６９ １，４６９
 印刷製本費支出 ２９３，０３７ ２８６，０１６ ７，０２１
 修繕費支出 ８２４，４８５ ８６２，３０９ △ ３７，８２４
 保険料支出 ７５，７８５ ７５，６０８ １７７
 賃借料支出 ６０８，３８５ ６４４，２４８ △ ３５，８６３
 公租公課支出 ４３，３２５ ３３，０２１ １０，３０４
 諸会費支出 ４７，２２７ ４６，８３３ ３９４
 会議会合費支出 ６８，２４１ ６９，２５０ △ １，００９
 支払手数料支出 １，１２６，２５１ １，１３７，２８６ △ １１，０３５
 業務委託費支出 ２，５４６，８８４ ２，４４５，５７１ １０１，３１３
 広告費支出 １２２，１０３ １１２，６６４ ９，４３９
 学生活動補助費支出 ３３２，２９６ ３５２，４４９ △ ２０，１５３
 研究費支出 ８１１，５２４ ７２９，６７６ ８１，８４８
 部長室費支出 １７，６８３ １８，２０１ △ ５１８
 雑費支出 ３７，１５０ ３３，８７０ ３，２８０
管理経費支出 ８４８，０５９ １，０９５，６４９ △ ２４７，５９０
 消耗品費支出 ４０，０７８ ４０，８６２ △ ７８４
 光熱水費支出 １７，２４２ １８，０７７ △ ８３５
 旅費交通費支出 ４６，８６６ ４５，１６８ １，６９８
 福利費支出 ２０，７３２ ２２，８６２ △ ２，１３０
 通信運搬費支出 ５６，９５０ ５７，９６５ △ １，０１５
 印刷製本費支出 １１５，６５９ １２７，４１３ △ １１，７５４
 修繕費支出 ３４，３９３ １２５，９１９ △ ９１，５２６
 保険料支出 ７，１２８ ８，７０６ △ １，５７８
 賃借料支出 ９２，１８７ １３９，５００ △ ４７，３１３
 公租公課支出 １６，９８３ １５，５２１ １，４６２
 諸会費支出 １，８９３ １，９８８ △ ９５
 会議会合費支出 １０，３９０ １１，１４０ △ ７５０
 支払手数料支出 ９０，３５６ １１３，６２３ △ ２３，２６７
 業務委託費支出 １２７，２０５ １４２，０８８ △ １４，８８３
 広告費支出 １１１，８６８ １７１，６３８ △ ５９，７７０
 学生活動補助費支出 １４０ １４０ ０
 研究費支出 － ３５０ △ ３５０
 研修費支出 ４６，５６２ ４０，３５２ ６，２１０
 部長室費支出 ３，６２７ ４，５３７ △ ９１０
 雑費支出 ７，８００ ７，８００ ０
借入金等利息支出 １０２，２０５ １１４，４６２ △ １２，２５７
 借入金利息支出 １０２，２０５ １１４，４６２ △ １２，２５７
借入金等返済支出 ２，１２７，４４０ １，８２７，４４０ ３００，０００
 借入金返済支出 ２，１２７，４４０ １，８２７，４４０ ３００，０００
施設関係支出 ２，５４９，２６６ ６，０００，７８５ △ ３，４５１，５１９
 土地支出 ５００，０００ － ５００，０００
 建物支出 ２，０１７，５２８ ５，７５６，８７７ △ ３，７３９，３４９
 構築物支出 ３１，７３８ ２３４，２０８ △ ２０２，４７０
 建設仮勘定支出 － ９，７００ △ ９，７００
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KG Campus Record No.90 
2015年度事業計画と予算公表に際して

（単位：千円）

　支出の部
科　　　　　目 予　算　額 前年度予算額 増・減（△）

設備関係支出 １，４６５，４５４ ２，７７６，５７７ △ １，３１１，１２３
 教育研究用機器備品支出 ８０１，０９４ ２，１０５，９９０ △ １，３０４，８９６
 管理用機器備品支出 ２，９２４ ９，３６６ △ ６，４４２
 図書支出 ６６１，４３６ ６６１，２２１ ２１５
資産運用支出 ９，５５７，５９２ １０，１０８，５３３ △ ５５０，９４１
 有価証券購入支出 ４，５００，０００ ５，０００，０００ △ ５００，０００
 出資金支出 １，１２５ １，０９６ ２９
 第２号基本金引当特定資産繰入支出 ６，７２４ １７，９８２ △ １１，２５８
 第３号基本金引当特定資産繰入支出 ４９，７４３ ８３，２３０ △ ３３，４８７
 退職給与引当金引当特定資産繰入支出 － ６，２２５ △ ６，２２５
 減価償却引当特定資産繰入支出 ５，０００，０００ ５，０００，０００ ０
その他の支出 ３，７８６，２６１ ３，１５１，３１３ ６３４，９４８
 貸付金支払支出 １２７，３００ １５２，７８８ △ ２５，４８８
 貸与奨学金支出 １９７，６７０ １８５，９７０ １１，７００
 敷金支払支出 １，６４２ １，６４２ ０
 前期末未払金支払支出 ３，１６６，５３８ ２，５０９，０３４ ６５７，５０４
 前払金支払支出 ２９３，１１１ ３０１，８７９ △ ８，７６８
〔予備費〕 ８００，０００ ８００，０００ ０
資金支出調整勘定 △ ２，１８５，８９７ △ ２，５７４，８４９ ３８８，９５２
 期末未払金 △ １，９０８，７８８ △ ２，２６０，６９４ ３５１，９０６
 前期末前払金 △ ２７７，１０９ △ ３１４，１５５ ３７，０４６
翌年度繰越支払資金 １６，６９０，１０４ ２１，５４７，１０８ △ ４，８５７，００４

支出の部　合計 ６８，４３７，５９１ ７６，４３３，７６２ △ ７，９９６，１７１
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科　　　　　目 予　算　額 前年度予算額 増・減（△）
学生生徒等納付金 　３０，７６５，６７１ 　３０，３７８，２２２ 　３８７，４４９ 
 授業料 　２１，４２３，８１１ 　２１，０６８，７０５ 　３５５，１０６ 
 入学金 　２，６５８，２６０ 　２，７０５，９３５ △   ４７，６７５ 
 研究資料費 　８６，１６３ 　１０８，９４３ △  ２２，７８０ 
 実験実習費 　４１５，０８９ 　３８６，４６０ 　２８，６２９ 
 教育充実費 　６，１４０，４５３ 　６，０６５，５２１ 　７４，９３２ 
 冷暖房費 　２６，２５０ 　２５，６０５ 　６４５ 
 特別講座費 　１５，６４５ 　１７，０５３ △  １，４０８ 
手数料 　１，４８４，０６０ 　１，５５８，９１１ △  ７４，８５１ 
 入学検定料 　１，４５６，７４５ 　１，５３１，２５８ △  ７４，５１３ 
 試験審査料 　２，５００ 　２，７４０ △  ２４０ 
 証明手数料 　１６，３５０ 　１６，３２０ 　３０ 
 大学入試センター試験実施手数料 　８，４６５ 　８，５９３ △   １２８ 
寄付金 　１４１，１５０ 　１６５，１５０ △  ２４，０００ 
 特別寄付金 　１４１，１５０ 　１６５，１５０ △  ２４，０００ 
経常費等補助金 　４，１７５，７３１ 　４，０６７，５６０ 　１０８，１７１ 
 国庫補助金 　３，４３２，７３２ 　３，３３４，０５８ 　９８，６７４ 
 学術研究振興資金 　４，９００ 　７，５００ △   ２，６００ 
 地方公共団体補助金 　７３８，０９９ 　７２６，００２ 　１２，０９７ 
付随事業収入 　９０３，３０４ 　７９２，４７４ 　１１０，８３０ 
 補助活動収入 　５６０，７９７ 　５３０，９４４ 　２９，８５３ 
 附属事業収入 　３，５５８ 　３，００３ 　５５５ 
 受託事業収入 　３３０，０００ 　２５０，０００ 　８０，０００ 
 免許状更新講習料収入 　４，２１２ 　４，４８０ △  ２６８ 
 その他の事業収入 　４，７３７ 　４，０４７ 　６９０ 
雑収入 　１，００４，４６９ 　９８５，６３３ 　１８，８３６ 
 施設設備利用料 　９４，６２２ 　９１，２６８ 　３，３５４ 
 退職金財団交付金 　７６４，７７７ 　７５０，７２３ 　１４，０５４ 
 雑収入 　１４５，０７０ 　１４３，６４２ 　１，４２８ 
教育活動収入計 　３８，４７４，３８５ 　３７，９４７，９５０ 　５２６，４３５ 

事
業
活
動
支
出
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科　　　　　目 予　算　額 前年度予算額 増・減（△）
人件費 　２２，３１１，５８３ 　２１，５０４，５４８ 　８０７，０３５ 
 教員人件費 　１４，６３４，３６５ 　１３，９３２，３７０ 　７０１，９９５ 
 職員人件費 　６，３９１，９９６ 　６，２９２，４６８ 　９９，５２８ 
 役員報酬 　３９，８００ 　３８，６００ 　１，２００ 
 年金 　６５，１２０ 　６９，１２８ △  ４，００８ 
 退職金 　１８４，０５３ 　１９８，１５６ △ １４，１０３ 
 退職給与引当金繰入額 　９９６，２４９ 　９７３，８２６ 　２２，４２３ 
教育研究経費 　１３，８４７，２３６ 　１３，４１３，２１１ 　４３４，０２５ 
 消耗品費 　６６９，１６５ 　６７５，３４７ △ ６，１８２ 
 光熱水費 　９８６，６６６ 　８６５，９２０ 　１２０，７４６ 
 旅費交通費 　４２４，１２８ 　４０６，２８２ 　１７，８４６ 
 奨学費 　１，１３３，２１９ 　１，１０１，８７３ 　３１，３４６ 
 福利費 　２，５２８ 　２，５２８ 　０ 
 通信運搬費 　１９０，９３８ 　１８９，４６９ 　１，４６９ 
 印刷製本費 　２９３，０３７ 　２８６，０１６ 　７，０２１ 
 修繕費 　８２４，４８５ 　８６２，３０９ △ ３７，８２４ 
 保険料 　７５，７８５ 　７５，６０８ 　１７７ 
 賃借料 　６０８，３８５ 　６４４，２４８ △ ３５，８６３ 
 公租公課 　４３，３２５ 　３３，０２１ 　１０，３０４ 
 諸会費 　４７，２２７ 　４６，８３３ 　３９４ 
 会議会合費 　６８，２４１ 　６９，２５０ △ １，００９ 
 支払手数料 　１，１２６，２５１ 　１，１３７，２８６ △ １１，０３５ 
 業務委託費 　２，５４６，８８４ 　２，４４５，５７１ 　１０１，３１３ 
 広告費 　１２２，１０３ 　１１２，６６４ 　９，４３９ 
 学生活動補助費 　３３２，２９６ 　３５２，４４９ △ ２０，１５３ 
 研究費 　８１１，５２４ 　７２９，６７６ 　８１，８４８ 
 部長室費 　１７，６８３ 　１８，２０１ △ ５１８ 
 雑費 　３７，１５０ 　３３，８７０ 　３，２８０ 
 減価償却費 　３，４８６，２１６ 　３，３２４，７９０ 　１６１，４２６ 
管理経費 　９３８，０１０ 　１，１９９，１３１ △ ２６１，１２１ 
 消耗品費 　４０，０７８ 　４０，８６２ △ ７８４ 
 光熱水費 　１７，２４２ 　１８，０７７ △ ８３５ 

事業活動収支予算書
平成27年4月1日から平成28年3月31日まで

（第２表）

（単位：千円）
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科　　　　　目 予　算　額 前年度予算額 増・減（△）
 旅費交通費 　４６，８６６ 　４５，１６８ 　１，６９８ 
 福利費 　２０，７３２ 　２２，８６２ △ ２，１３０ 
 通信運搬費 　５６，９５０ 　５７，９６５ △ １，０１５ 
 印刷製本費 　１１５，６５９ 　１２７，４１３ △ １１，７５４ 
 修繕費 　３４，３９３ 　１２５，９１９ △ ９１，５２６ 
 保険料 　７，１２８ 　８，７０６ △ １，５７８ 
 賃借料 　９２，１８７ 　１３９，５００ △ ４７，３１３ 
 公租公課 　１６，９８３ 　１５，５２１ 　１，４６２ 
 諸会費 　１，８９３ 　１，９８８ △ ９５ 
 会議会合費 　１０，３９０ 　１１，１４０ △ ７５０ 
 支払手数料 　９０，３５６ 　１１３，６２３ △ ２３，２６７ 
 業務委託費 　１２７，２０５ 　１４２，０８８ △ １４，８８３ 
 広告費 　１１１，８６８ 　１７１，６３８ △ ５９，７７０ 
 学生活動補助費 　１４０ 　１４０ 　０ 
 研究費 － 　３５０ △ ３５０ 
 研修費 　４６，５６２ 　４０，３５２ 　６，２１０ 
 部長室費 　３，６２７ 　４，５３７ △ ９１０ 
 雑費 　７，８００ 　７，８００ 　０ 
 減価償却費 　８９，９５１ 　１０３，４８２ △ １３，５３１ 
徴収不能額等 　３３，８６４ 　３１，５４０ 　２，３２４ 
 徴収不能引当金繰入額 　３３，８６４ 　３１，５４０ 　２，３２４ 
教育活動支出計  　３７，１３０，６９３ 　３６，１４８，４３０ 　９８２，２６３ 
教育活動収支差額  　１，３４３，６９２ 　１，７９９，５２０ △ ４５５，８２８ 
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科　　　　　目 予　算　額 前年度予算額 増・減（△）
受取利息・配当金 　３６６，６８６ 　４６３，８２２ △ ９７，１３６ 
 第３号基本金引当特定資産運用収入 　６４，４７２ 　７２，２６５ △ ７，７９３ 
 蔵書購入資金引当特定資産運用収入 　６，７２４ 　１７，９８２ △ １１，２５８ 
 退職給与引当金引当特定資産運用収入 　３９，２５２ 　７７，０９５ △ ３７，８４３ 
 関西学院大学教育・研究活性化 
 資金引当特定資産運用収入 　１３，１７８ 　１４，９６６ △ １，７８８ 

 減価償却引当特定資産運用収入 　１０３，２７０ 　１８２，３４９ △ ７９，０７９ 
 その他の受取利息・配当金 　１３９，７９０ 　９９，１６５ △ 　４０，６２５ 
教育活動外収入計  　３６６，６８６ 　４６３，８２２ △ ９７，１３６ 

事
業
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動

支
出
の
部

科　　　　　目 予　算　額 前年度予算額 増・減（△）
借入金等利息 　１０２，２０５ 　１１４，４６２ △ １２，２５７ 
 借入金利息 　１０２，２０５ 　１１４，４６２ △ １２，２５７ 
教育活動外支出計 　１０２，２０５ 　１１４，４６２ △ １２，２５７ 
教育活動外収支差額 　２６４，４８１ 　３４９，３６０ △ ８４，８７９ 
経常収支差額 　１，６０８，１７３ 　２，１４８，８８０ △ ５４０，７０７ 

特
別
収
支

事
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科　　　　　目 予　算　額 前年度予算額 増・減（△）
資産売却差額 － 　１，４１０ △ １，４１０ 
 有価証券売却差額 － 　１，４１０ △ １，４１０ 
その他の特別収入 　４３４，５０６ 　１，５４０，９２１ △ １，１０６，４１５ 
 施設設備寄付金 　１９９，２００ 　１，３１７，２００ △ １，１１８，０００ 
 現物寄付 　５５，０００ 　８０，０００ △ ２５，０００ 
 施設設備補助金 　１８０，３０６ 　１４３，７２１ 　３６，５８５ 
特別収入計  　４３４，５０６ 　１，５４２，３３１ △ １，１０７，８２５ 

事
業
活
動
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科　　　　　目 予　算　額 前年度予算額 増・減（△）
資産処分差額 　１８４，４６０ 　２４０，６６６ △ ５６，２０６ 
 固定資産処分差額 　１８４，４６０ 　２４０，６６６ △ ５６，２０６ 
特別支出計 　１８４，４６０ 　２４０，６６６ △ ５６，２０６ 
特別収支差額 　２５０，０４６ 　１，３０１，６６５ △ １，０５１，６１９ 
〔予備費〕 　８００，０００ 　８００，０００ 　０ 
基本金組入前当年度収支差額 　１，０５８，２１９ 　２，６５０，５４５ △ １，５９２，３２６ 
基本金組入額合計 △ ５，２８０，０２０ △ ７，０３５，７００ 　１，７５５，６８０ 
当年度収支差額 △ ４，２２１，８０１ △ ４，３８５，１５５ 　１６３，３５４ 
前年度繰越収支差額 △ ７，４０９，９０１ △ ６，８３４，３１１ △ ５７５，５９０ 
翌年度繰越収支差額 △ １１，６３１，７０２ △ １１，２１９，４６６ △ ４１２，２３６ 

（参考）
事業活動収入計 　３９，２７５，５７７ 　３９，９５４，１０３ △ ６７８，５２６ 
事業活動支出計 　３８，２１７，３５８ 　３７，３０３，５５８ 　９１３，８００ 

（単位：千円）




